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防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱 

平成２８年４月１日制定  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、住宅又は建築物の土砂災害に対する安全性の向上を図り、住民

の生命の安全を確保するため、社会資本整備総合交付金交付要綱（平成２２年３月

２６日付国官会第２３１７号）に基づき、土砂災害警戒区域等における土砂災害防

止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）第９条第１項に規定する土

砂災害特別警戒区域（以下「土砂災害特別警戒区域」という。）内において、住宅

又は居室を有する建築物（以下「住宅等」という。）の土砂災害対策事業を実施す

る者に対し、補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 土砂災害対策改修  

既存の住宅等について、土砂災害に対して安全な構造となるよう行う外壁又は

塀の改修若しくは設置等をいう。 

(２) 建築士  

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条に規定する一級建築士又は二級

建築士の資格を有する者をいう。 

(３) 建築士事務所 

 建築士法第２３条に規定する一級建築士事務所又は二級建築士事務所をいう。 

（補助の対象となる住宅等） 

第３条 この要綱において、補助の対象となる住宅等（以下「補助対象住宅等」とい

う。）は、本市の区域内に存する住宅等で、次の各号の全てに該当するものをいう。 

(１) 土砂災害特別警戒区域内の住宅等であること。 

(２) 住宅等の敷地が土砂災害特別警戒区域に指定される前に建築された住宅等

で、建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第８０条の３の規定に

適合しない構造であること。 

（補助の対象となる事業） 

第４条 この要綱において、補助の対象となる事業（市長が別に定める日までに完成
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するものに限る。以下「補助対象事業」という。）は、次の各号の全てに該当する

ものをいう。 

(１) 補助対象住宅等について行う土砂災害対策改修であること。 

(２) 土砂災害対策改修の結果、補助対象住宅等が建築基準法施行令第８０条の３

の規定に適合すること。 

(３) 建築士事務所に所属する建築士により構造設計が行なわれた土砂災害対策改

修であること。 

（補助の対象者） 

第５条 この要綱において、補助金の交付の対象となる者は、補助対象事業を行う者

であって、土砂災害対策改修事業を行う住宅等を所有するもの（住宅等を所有する

者が２人以上いる場合にあっては、その者らが代表者として選任した者とし、建物

の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第１条に定める構造上区分

された建物にあっては、同法第３条に定める建物、敷地等を管理するために区分所

有者全員で構成された団体とすることができる。以下「所有者」という。）とする。

ただし、特段の事由により所有者が実施できない場合は、市長が適当と認める者と

する。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付

の申請をすることができない。 

(１) 補助対象住宅等を所有する者が、市税を滞納している場合 

(２) 補助対象住宅等を所有する者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関す

る法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員である場

合 

(３) 対象となる事業が、山口県又は防府市が行う他の補助金、資金貸付、利子補

給金等を受けている場合 

（補助金の対象額） 

第６条 補助対象事業費は、土砂災害対策改修に係る工事費（消費税及び地方消費税

に相当する額を除く。）とする。ただし、３，３６０，０００円を限度とする。 

２ 補助金の額は、補助対象事業費に２３．０パーセントを乗じて得た額（その額に

１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とし、７７２，０００

円を限度とする。）とする。 
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（交付の申請等） 

第７条 補助対象事業について、補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請

者」という。）は、補助対象事業に着手する前に、土砂災害対策改修事業補助金交

付申請書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査の上、適当と認めるときは、

補助金の交付の決定（以下「交付決定」という。）をし、土砂災害対策改修事業補

助金交付決定通知書（第２号様式）により、申請者に通知するものとする。 

（事業の着手） 

第８条 補助対象事業の着手は、交付決定後に行わなければならない。 

（事業の変更等） 

第９条 第７条第２項の交付決定を受けた申請者（以下「補助対象事業者」とい

う。）は、交付決定後において補助対象事業の内容を変更しようとするときは、土

砂災害対策改修事業変更申請書（第３号様式）を市長に提出しなければならない。 

（事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助対象事業者は、交付決定後において、補助対象事業を中止し、又は廃

止しようとするときは、土砂災害対策改修事業中止・廃止申請書（第４号様式）を

市長に提出しなければならない。 

（補助金の額の変更の通知） 

第１１条 市長は、前２条の申請書の提出があったときは、その内容を審査の上、交

付決定額を変更する必要があると認めるときは、土砂災害対策改修事業補助金交付

変更通知書（第５号様式）により、補助対象事業者に通知するものとする。 

（事業の実績報告等） 

第１２条 補助対象事業者は、市長が定める工程に係る工事を終えたときは、速やか

に、補助対象事業中間報告書（第６号様式）を市長に提出し、市長の確認を受けな

ければならない。この場合において、市長の確認を受けていないときは、市長が定

める次工程を施工してはならない。 

２ 補助対象事業者は、補助対象事業が完了したときは、完了の日から起算して３０

日以内又は市長が別に定める日のいずれか早い日までに、補助対象事業完了報告書

（第７号様式）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、補助対象事業完了報告書の提出があったときは、その内容を審査の上、
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適当と認めるときは、補助金の額を確定し、土砂災害対策改修事業補助金確定通知

書（第８号様式）により、補助対象事業者に通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第１３条 補助金の交付は、前条の規定により補助金の額が確定した後に行う。 

２ 補助対象事業者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとするときは、土

砂災害対策改修事業補助金交付請求書（第９号様式）を市長に提出しなければなら

ない。 

（交付決定の取消等） 

第１４条 市長は、補助対象事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、交付決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 各申請書その他の提出書類の内容に偽りがあったとき。 

(２) 前号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付の決定を取り消したときは、補助対象事業者に対

し土砂災害対策改修事業補助金交付決定取消通知書（第１０号様式）により、通知

するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による取消に係る部分に関し、既に補助金が交付されてい

るときは、補助対象事業者に対し土砂災害対策改修事業補助金返還命令書（第１１

号様式）により、補助金の返還を命ずるものとする。 

（書類の保管） 

第１５条 この補助対象事業に関する書類は、補助対象事業終了年度の翌年から起算

して、１０年間保存しなければならない。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、別に定

める。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和元年１０月９日から施行する。 

 

 



-5- 

第１号様式（第７条関係） 

 

土砂災害対策改修事業補助金交付申請書 

（第一面） 

    年   月   日  

（宛先）防府市長  

 

申請者  住所 

 

                             氏名                ㊞ 

                             （電話番号） 

 

防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により、次のとおり補助金の

交付を申請します。 

 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 対象住宅・建築物 

所   在   地 
防府市  

３ 補 助 金 交 付 

申   請   額 
円 

４ 着手予定及び完了 

予 定 年 月 日 

着手予定         年    月    日 

完了予定         年    月    日 

５ 確 認 事 項 
（記載事項を確認し、チェック

ボックスに「レ」を付けてくだ

さい） 

□  所有者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２

条第６号に規定する暴力団員でないこと。 

□  対象となる事業が、山口県又は防府市が行う他の補助金、資金貸付、利

子補給金等を受けていないこと。 

６ 添 付 書 類 

（チェックボックスに「レ」を

付けて全ての書類がそろってい

ることを確認してください。） 

□ 補助対象住宅等に係る登記事項証明書その他補助対象住宅等の所有者が確
認できるもの（申請日から３月以内に交付されたものに限る。） 

□ 補助対象住宅等の所有者（区分所有されている補助対象住宅等にあって
は、全ての区分所有者）について、本市市税の滞納がないことを証する書類
（申請日から３月以内に交付されたものに限る。） 

□ 区分所有されている住宅等にあっては、補助対象住宅等の管理を行う団体
の総会の決議書 

□ 補助対象住宅等の付近見取図、配置図（土砂災害特別警戒区域内であるこ
とが分かる図を含む。）、各階平面図、立面図、断面図、構造図、建築基準
法施行令第８０条の３の規定への適合検討書及び現況外観写真 

□ 補助対象住宅等の建築時期が確認できる書類（他の書類と兼ねることがで
きる。） 

□ 建築基準法の規定による確認済証（確認の申請が必要な場合に限る。） 
□ 土砂災害対策改修に係る工事費の見積書（土砂災害対策改修に併せて、リ
フォームなどの他の工事を行う場合は、土砂災害対策改修に係る工事費とそ
の他の工事に係る工事費が内訳として分かるものとしてください。） 

□ 土砂災害対策改修に係る構造設計を行った建築士の免許証の写し 
□ 消費税の課税事業者である場合、課税事業者届出書 
□ その他市長が必要と認める書類（                 ） 
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（第二面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 対象建築物所在地 防府市 

２ 対象建築物の用途  

３ 建 築 年 月 日      年    月    日 

４ 対象建築物の構造                      造 

５ 対象建築物の規模 
階   数  地上   階（地下    階） 

延べ床面積             ㎡ 

６ 構造設計を行っ  

た建築士  

氏 名 
（   ）建築士（    ）登録第     号 

 

建 築 士 

事 務 所 名 

（    ）建築士事務所 

（    ）知事登録 第         号 

 

所 在 地  

電 話 番 号  

７ 施  工  者  

名 称  

所 在 地  

電 話 番 号  

８  交 付 申 請 額 の 

算 出 方 法 

(1) 土砂災害対策改修に要する工事費（消費税等相当額を除く。） 

                          円  

(2) 補助対象事業費の限度額               円  

 

(3) (1)と(2)のいずれか少ない額             円 

  

(4) 交付申請額  

(3)の額×23ﾊﾟｰｾﾝﾄ                  円 

  （１，０００円未満切捨て） 
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第２号様式（第７条関係） 

 

土砂災害対策改修事業補助金交付決定通知書 

第       号  

    年   月   日  

 

            様  

 

                             防府市長              印 

 

                             

年  月  日付けで申請のありました土砂災害対策改修事業補助金については、次のとおり

交付することを決定したので、防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱第７条第２項の規定

により通知します。 

 

 

 

 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 補 助 金 の 

 交 付 決 定 額 
円 

３ 交 付 の 条 件 

(1) 補助対象事業の内容を変更しようとするとき及び中止又は廃止しよ

うとするときは、市長に申請しなければならない。 

(2) 補助対象事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助対象事業の

遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受け

ること。 

(3) 補助対象事業の施行については、事故の防止に努め、特に近隣の住

民に対しては、細心の注意を払うこと。 

(4) 補助対象事業に関する書類は、当該事業終了年度の翌年度から起算

して、１０年間保存すること。 

(5) 防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱を遵守す

ること。 

４ そ の 他 

※ 土砂災害対策改修工事は、   年  月  日までに完了す 

ること。 
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第３号様式（第９条関係） 

 

土砂災害対策改修事業変更申請書 

   

    年   月   日  

 

（宛先）防府市長  

 

申請者（補助対象事業者等） 

  住所 

                        

                              氏名               ㊞ 

 

                              （電話番号） 

 

年  月  日付け  第   号により補助金の交付決定を受けた土砂災害対策改修事業につい

て、次のとおりその内容を変更したいので、防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱第 9 条

の規定により申請します。 

 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 当初交付決定額 円 
※ 補助金の額の変更が伴わないとき

は、２と３は、空白にしてください。 ３ 変 更 後 の 

交 付 申 請 額 
円 

４ 変 更 の 理 由 
 

 

５ 添 付 書 類 

（変更がある書類を添付し

て、添付した書類のチェック

ボックスに「レ」を付けてく

ださい。） 

□ 補助対象住宅等に係る登記事項証明書その他補助対象住宅等の所有者が確
認できるもの（申請日から３月以内に交付されたものに限る。） 

□ 補助対象住宅等の所有者（区分所有されている補助対象住宅等にあって
は、すべての区分所有者）について、本市市税の滞納がないことを証する書
類（申請日から３月以内に交付されたものに限る。） 

□ 区分所有されている住宅等にあっては、補助対象住宅等の管理を行う団体
の総会の決議書 

□ 補助対象住宅等の付近見取図、配置図（土砂災害特別警戒区域内であるこ
とが分かる図を含む。）、各階平面図、立面図、断面図、構造図、建築基準
法施行令第８０条の３の規定への適合検討書及び現況外観写真 

□ 補助対象住宅等の建築時期が確認できる書類（他の書類と兼ねることがで
きる。） 

□ 建築基準法の規定による確認済証（確認の申請が必要な場合に限る。） 
□ 土砂災害対策改修に係る工事費の見積書（土砂災害対策改修に併せて、リ
フォームなどの他の工事を行う場合は、土砂災害対策改修に係る工事費とそ
の他の工事に係る工事費が内訳として分かるものとしてください。） 

□ 土砂災害対策改修に係る構造設計を行った建築士の免許証の写し 
□ 消費税の課税事業者である場合、課税事業者届出書 
□ その他市長が必要と認める書類（                 ） 
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第４号様式（第１０条関係） 

 

土砂災害対策改修事業中止・廃止申請書 

 

    年   月   日  

 

（宛先）防府市長  

 

申請者（補助対象事業者等） 

  住所 

 

                              氏名               ㊞ 

 

                              （電話番号） 

 

年  月  日付け  第   号により補助金の交付決定を受けた土砂災害対策改修事業につい

て、次のとおり中止・廃止したいので、防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱第１０条の

規定により申請します。 

 

 

  

 

 

 

 

 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 住宅等の所在 地  防府市 

３ 中止・廃止の年月日         年     月     日 

４ 中止・廃止の理由  
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第５号様式（第１１条関係） 

 

土砂災害対策改修事業補助金交付変更通知書 

 第       号   

    年   月   日   

 

            様  

 

                             防府市長             印 

 

                             

年  月  日付けで申請のありました土砂災害対策改修事業補助金については、次のとおり 

交付決定の内容を変更したので、防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱第１１条の 

規定により通知します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 変 更 の 理 由  

３ 補 助 金 の 

交 付 決 定 額 

変更前           円 

 変更後           円 
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第６号様式（第１２条関係） 

 

補助対象事業中間報告書 

 

    年   月   日   

 

（宛先）防府市長  

 

申請者（補助対象事業者等） 

住所 

 

                            氏名                ㊞ 

 

                            （電話番号） 

 

年  月  日付け  第   号により補助金の交付決定を受けた土砂災害対策改修事業が、 

市長が定める工程に係る工事を終えましたので、防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱 

第１２条第１項の規定により、次のとおり報告します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 着 手 年 月 日          年     月     日 

３ 改 修 工 事 

中間工程の確 認 

補強計画書のとおり、市長が定める工程に係る工事を適正に終えたことを報告

します。 

建築士名 

又は 

施工者名 

○印  
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第７号様式（第１２条関係） 

 

補助対象事業完了報告書 

 

    年   月   日  

（宛先）防府市長  

 

申請者（補助対象事業者等） 

  住所 

 

                           氏名               ㊞ 

 

                           （電話番号） 

 

年  月  日付け  第   号により補助金の交付決定を受けた土砂災害宅改修事業が、 

完了しましたので、防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱第１２条第２項の規定に 

より、次のとおり報告します。  

１ 補 助 年 度 年度 

２ 着 手 及 び 完 了

年   月   日  

 着手         年    月    日 

完了         年    月    日 

３ 補助対象事業費 円 

４ 補 助 金 の 

交 付 決 定 額 
円 

５ 土砂災害対策改修 

  工事完了の確認 

補強計画書のとおり適正に工事が完了したことを報告します。 

建築士名 

又は 

施工者名                             ㊞ 

６ 添 付 書 類 

（チェックボックスに

「レ」を付けて全ての書類が

そろっていることを確認して

ください。） 

□ 補助事業の実施に関する契約書の写し（土砂災害対策改修に併せ

て、リフォームなどの他の工事を行う場合は、土砂災害対策改修に係

る工事費とその他の工事に係る工事費が内訳として分かること。） 

□ 補助事業の実施に要した費用に係る領収書の写し及び土砂災害対策

改修費内訳書（土砂災害対策改修に併せて、リフォームなどの他の工

事を行う場合は、土砂災害対策改修に係る工事費とその他の工事に係

る工事費が内訳として分かること。） 

□ 補助対象住宅等の外観写真（施工前・施工中・完了時） 

□ 建築基準法の規定による検査済証の写し（確認済証の交付を受けた

場合に限る。） 

□その他市長が必要と認める書（                ） 
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第８号様式（第１２条関係） 

 

土砂災害対策改修事業補助金確定通知書 

     

第         号  

    年    月    日  

 

            様  

 

                             防府市長              印 

 

                             

年  月  日付けで事業完了報告のありました土砂災害対策改修事業については、次のとお 

り補助金の額を確定したので、防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱第１２条第３項 

の規定により通知します。 

 

 

 

 

 

 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 補 助 金 の 

交 付 確 定 額 
 円 

３ 補助対象事業費  円 

４ 補 助 金 の 

交 付 決 定 額 
        円  

補助金交付決定（変更）通知書 

第       号 

年   月   日 

５ 備 考 
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第９号様式（第１３条関係） 

 

土砂災害対策改修事業補助金交付請求書 

 

    年   月   日  

 

（宛先）防府市長  

 

申請者（補助対象事業者等） 

  住所 

 

                        氏名                ㊞ 

 

                        （電話番号） 

 

防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱第１３条第２項の規定により、次のとおり 

請求します。 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 補 助 金 請 求 額  円 

３ 補 助 金 の 

交 付 決 定 額 
             円 

補助金交付決定（変更）通知書 

第       号 

年   月   日 

４ 補 助 金 の 

交 付 確 定 額 
円  

補助金確定通知書 

        第              号 

年   月   日 

５ 振  込  先 

振 込  先  

金融機関名 

銀行・信用金庫・労働金庫・ 

農協・漁協・信用組合 

 支店・店・支所・出張所 

講座番号・種別         １：普通 ２：当座 

口 座 名 義 

（カタカナで 

記入願います） 

 

  

６ 備      考 
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第１０号様式（第１４条関係） 

 

土砂災害対策改修事業補助金交付決定取消通知書 

第       号  

    年   月   日  

 

            様  

 

                            防府市長              印 

 

                             

年   月   日付けで交付決定（変更）・確定した土砂災害対策改修事業補助金について 

は、次のとおり交付決定の取消しをしたので、防府市住宅・建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱 

第１４条第２項の規定により通知します。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 取 消 し の 理 由  

３ 交付決定・確定額               円 

４ 取 消 額               円 
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第１１号様式（第１４条関係） 

 

土砂災害対策改修事業補助金返還命令書 

  第       号  

    年   月   日  

 

            様  

 

                             防府市長              印 

 

                             

年   月   日付けで交付した土砂災害対策改修事業補助金については、防府市住宅・ 

建築物土砂災害対策改修事業補助金交付要綱第１４条第３項の規定により、次のとおり返還を命じます。 

 

 

 

１ 補 助 年 度 年度 

２ 返 還 命 令 額                円 

３ 返 還 期 限       年   月   日まで 

４ 補助金既交付額               円 年  月  日 交付 

５ 返 還 の 理 由  


